
 

１　基本目標・施策分野の名称

施　策　分　野　評　価　シ　ー　ト

国庫支出金 0

都支出金 0

総合防災訓練参加者数

68,785 0 0 0

※
Ｒ3.9.12 タオル
で知らせる安否
確認訓練を実施
参加割合　３６％

説明・コメント

３　予算・決算の状況 　（単位：千円）

実　績

2,000人
（　　　　　）

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

０人

基本目標

国庫支出金

都支出金

地方債及びその他の特定財源

33,412

5 　環境にやさしい安全・安心なまち

1,736人
（令和元年度）

施策分野

２　施策数値指標

予　算　額

事業費/年度 令和３年度 令和４年度 令和5年度

1  危機管理・防災・災害対策

10年後のめざす姿
　官民協働で対応する総合的な危機管理により、住民の生命や財産が守られ、災害対応が確立された災害に
強いまちとなっています。

0

一般財源 35,373

令和6年度 令和7年度

指標名 現状値
令和7年度 目標値

（実績値）

-

一般財源 41,919

0

決　算　額

事業費/年度 令和３年度 令和４年度 令和5年度

総事業費（計）

令和6年度 令和7年度

0

　（単位：千円）

施策の評価（分析）
今年度においてハード面では、防災行政無線のデジタル化を進め、石畑防災広場の拡張に向けても協議を進めている。ま
た、ソフト面では、コロナ禍でタオル掲出による代替訓練を実施するとともに、新たに４つの応援協定を締結している。普
段から危機感を持ち、着実に安全・安心なまちに向けて事務を執行している。

地方債及びその他の特定財源 3,528

総事業費（計） 45,447 0 0 0 0

 



令和６年度

令和７年度

令和５年度

令和７年度

令和４年度

令和４年度

担当課 安全・安心課

施策 2 　危機対応・危機管理体制の強化

令和５年度

基本構想・重視すべき視点 危機に備える

令和６年度

担当課 安全安心課、下水道課

施策 3 　防災施設・設備の充実 基本構想・重視すべき視点

安全・安心課、都市計画課、
下水道課、建設課

施策 1 　災害に強いまちづくりの推進 基本構想・重視すべき視点 危機に備える

４　重点施策　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当課

年度 【進捗状況】（主な取組等） 【評価・査定】

令和７年度

大規模自然災害が起こっても機能不全に陥らない「強さ」と「しなや
かさ」を備えた町づくりの指針となる瑞穂町国土強靭化地域計画（基
本計画編）及び地震に強い町づくリの指針となる瑞穂町耐震化促進
計画を策定した。（安全・安心課）
町内、橋の緊急的な補修に対応するため、橋りょう定期点検を実施
した。（建設課）
治水対策として長岡１号幹線布設工事のための実施設計を行った。
(下水道課）

ハードの対策が行われるなど、各部署で災害に
強いまちづくりが進められている。近年の自然
災害の状況を見ると、いつ被害が起こってもお
かしくないため、引き続き、各部署が連携し住
民の生命や安全が守られる強いまちづくりを進
める必要がある。

令和４年度

令和３年度

令和５年度

年度 【進捗状況】（主な取組等）

危機に備える

年度 【進捗状況】（主な取組等） 【評価・査定】

令和３年度

防災行政無線（移動系）のデジタル化更新に着手した。また、災害情
報収集機能の強化として消防各分団及び災害対策本部にクラウドカ
メラを整備し、リアルタイムの映像情報収集態勢を整えた。更に避難
所の充実として避難ルームテント、簡易ベッド、照明器具等を整備し
た。（安全・安心課）
指定避難所（一小・二小・長岡コミュニティセンター）に合計22基の
マンホールトイレの設置を行った。（下水道課）

防災施設は災害時に必要不可欠なものであり、
地域防災計画のもと、避難者の多様なニーズに
対応できるよう充実が求められる。防災無線の
デジタル化工事、マンホールトイレの拡充をはじ
めとした防災施設の充実に向け、引き続き事業
を進められたい。

令和６年度

【評価・査定】

令和３年度

総合防災訓練はコロナ禍による緊急事態宣言下でも中止することな
く、感染対策に配慮した上で全町民参加型の安否確認訓練を行っ
た。また、コロナ対策を踏まえた避難所開設訓練、避難所における感
染対策資材の備蓄品充実、分散避難対策のための大型商業施設と
の協定締結等を実施した。更に要配慮者対策として障害者施設と受
入協定の締結及び警戒区域内にある要配慮者利用施設の避難確保
計画の策定支援を行い、当該施設は全て避難確保計画の策定を完
了した。

総合防災訓練はタオルで知らせる安否訓練が
実施されたが、この状況下でも災害はいつ発生
するかわからないため、住民への防災の意識付
けは重要である。備蓄品の管理、応援協定、要
配慮者利用施設の避難確保計画の策定支援な
ど災害時に必要な事業を着実に行っているこ
とは評価できる。



6 応援協定締結事務 地域課

0 0 0

事務事業の概要
災害時に必要となる応急対策活動で、関係機関との連携、民間協力が必要又は有
効な協定未締結事項について検討し、関係機関及び関係団体・事業者等に協定締
結について働き掛けを行い、応援協力体制の拡充を図っていく。

合　計　額 25,679

№ 事務事業名 担当
令和3年度 令和４年度

当初予算額

4 防災訓練 地域課

112

№ 事務事業名 担当
令和3年度 令和４年度

当初予算額決算額

5

（再掲３－３）
自主防災組織の強化・育
成事業

地域課

№ 事務事業名 担当
令和3年度 令和４年度

当初予算額

№ 事務事業名 担当
令和3年度 令和４年度

当初予算額

3 地域防災計画の充実 地域課

5,814

事務事業の概要
町では消防事務を東京消防庁に委託しているが、配備されているのは福生消防署瑞穂出
張所の消防ポンプ自動車1台である。行政面積は福生消防署管内（福生市、羽村市、瑞穂
町）では瑞穂町が16.85k㎡と最も広いため、消防団が火災現場で活動する割合が他市に
比べて高く、老朽化が激しいポンプ自動車の計画的な更新を適切に行い消防力を強化す
る。

№ 事務事業名 担当
令和3年度 令和４年度

当初予算額

24

事務事業の概要
災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第16条第6項の規定に基づき、昭和39年6月
25日に瑞穂町防災会議条例（昭和39年条例第24号）を制定している。
瑞穂町防災会議条例第2条第1号で「瑞穂町地域防災計画を作成し、及びその実施を推進
すること。」と定め、地域防災計画を策定している。

2
消防力の強化
（消防装備充実）

地域課

1 防災施設の整備充実 地域課

当初予算額 決算額

61,231 19,549

事務事業の概要
町では、指定緊急避難場所（5か所）、指定避難所（9か所）、広域避難場所等（11か所）を指
定している。小中学校の敷地内に防災備蓄倉庫を設置し、災害用備品等を保管している。
防災倉庫は、武蔵地区（武蔵災害用資材置場）、武蔵野地区（武蔵野防災会館）、元狭山地
区（元狭山広域防災広場）、長岡地区（長岡コミュニティセンター）に設置し、災害用備品、食
料、飲料水等を保管している。

№ 事務事業名 担当
令和3年度 令和４年度

当初予算額

決算額

68,785 45,447

24 5,225

当初予算額 決算額

180 33

当初予算額 決算額

120 0

180

事務事業の概要
住民、自主防災組織、消防団、協力団体等の参加のもと総合防災訓練を実施することにより、地域にお
ける防災行動力を向上させる。自主防災組織を中心に地域住民が一体となり、災害時の初動体制の習
得を図るとともに、消防署、消防団、交通安全推進協議会等の関係機関が連携することで、いざという
時に迅速かつ的確に行動できる体制を身に付けることを目的とする｡訓練内容は、「つながりを広げ、防
災意識を高め合う」を掲げ、瑞穂町に震度6以上の直下型地震が発生を想定し、町内訓練を実施してい
る。

事務事業の概要
地震、火災等から身体や財産を守るためには、町民が普段から防災訓練等の各種訓練に参加すること
を心掛け、防災行動力を高めておくことが大切である。同時に地震災害を防ぐためには、町民一人一人
の力では限界があり、「自分たちの町は自分たちで守る」という自主防災の組織的な体制のもとで、地域
の人々が協力し合って災害に立ち向かうことが必要である。町では、自主防災組織の強化・育成のた
め、毎年、総合防災訓練や防災リーダー講習会（普通救命講習）を実施しており、自主防災組織を育成
する最も良い機会であると考え、今後も引き続き、自主防災組織主導型の防災訓練を実施する。

33,605

当初予算額 決算額

7,230 6,584

当初予算額

当初予算額

５　個別事務事業概要 （単位：千円）


